
を行う。 受付、審査、発行を随時行う。
　・農業経営の実態証明
　・届出受理済証明・許可済証明 当該年度
　・相続税、贈与税の納税猶予に関する適格者証明 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　・引き続き農業経営を行っている旨の証明
　・生産緑地に係る農業の主たる従事者の証明
　・農地法の規定に基づく許可を要しない土地の証明（非農地証明） 申請件数 想定値 60当該年度
　・税務署、裁判所からの照会 単位 件

活動結果指標 実績値 73

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各証明等を審査、調査を行い発行する。 間接 申請、届出のあった適正な発行率 ％ 100 100

令和 2年度 各証明等を審査、調査を行い発行する。 間接 申請、届出のあった適正な発行率 ％ 100

令和 3年度 各証明等を審査、調査を行い発行する。 間接 申請、届出のあった適正な発行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農地等の諸証明の発行 農地等の諸証明の発行 21 農地等の諸証明の発行 農地等の諸証明の発行
１号嘱託職員　０．３５人 760

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 760 合　　計 0 21 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 742 △18 21 △18 △18

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 18 □特会 ■受益 □基金 □その他 18 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 18 □特会 □受益 □基金 □その他 18
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0
正職員人件費 2,200 2,200 2,200 2,200 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 500 0 0 500 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,960 2,200 2,221 2,200 0
(11)単位費用

49.33千円／件 36.67千円／件 30.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地法制度等に対応する必要、義務がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令による事務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により、農業委員会以外では証明書の発行ができないた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 法令により、農業委員会以外では証明書の発行ができないた

め、市民との協働はできない。
＜その他の内容＞
証明書の発行業務のため、市民協働にはあてはまらない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 証明書に再生紙を利用。 証明発行に再生紙を使用した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な事務執行による。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,200 760 2,221 100.95
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

25.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.55

％ 10万円 4.5 98.9

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
農家の営農に必要不可欠は証明事務であるため、引き続き事業を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 999 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地に関する証明事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,200 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農地や耕作の状況等について、農業者及びその他関係機関が必要とする証明。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

農地等の諸証明



及び各種証明書の発行や農地の実態調査をすることで農業上の土地の効率的な
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 利用を図ることを目的とする。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
毎年１月１日現在で農地の利用状況について、市内在住で1，000㎡以上の農地を所有する者を対象に、世帯 賃借、権利移動の動向等農地に関する情報については、農地を利用される方を始めとする多くの方々に、広
員の状況・営農状況・経営農地等の筆別表を送付して、必要事項を記載したものを返信用封筒により回収し く、有効に活用頂けるよう、農業委員会が、「農地の保有及び利用の状況、賃借等の動向その他農地に関す
、農家台帳・農地基本台帳の修正及び地域ごとの小作地所有状況の一覧表を作成して縦覧に供する。 当該年度 る情報の収集、整理、分析及び提供を行うもの」です。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

調査対象件数 想定値 1,200当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1,032

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 発送した調査表のすべてを、期限内に回収する。 間接 期限内回収率 ％ 70 75

令和 2年度 発送した調査表のすべてを、期限内に回収する。 間接 期限内回収率 ％ 80

令和 3年度 発送した調査表のすべてを、期限内に回収する。 間接 期限内回収率 ％ 85

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農家台帳システム使用料 454 農家台帳システム使用料 458 458 農家台帳システム使用料 462 農家台帳システム使用料 462
農家台帳システム保守料 238 農家台帳システム保守料 197 197 農家台帳システム保守料 198 農家台帳システム保守料 198
農家台帳システムホスト連携作業委託 206 農家台帳システムホスト連携作業委託 209 206 農家台帳システムホスト連携作業委託 209 農家台帳システムホスト連携作業委託 209
１号嘱託職員　0.18人 391 農家台帳システム改元対応業務委託 108 108 耕作状況申告書郵送料 231 耕作状況申告書郵送料 231

耕作状況申告書郵送料 231 209 耕作状況申告書返信用封筒印刷代 31
耕作状況申告書返信用封筒印刷代 31 31

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,289 合　　計 1,234 1,209 合　　計 1,100 合　　計 1,131
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,289 1,234 1,209 1,100 1,131

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4 0
正職員人件費 3,520 3,520 3,520 3,520 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 300 0 0 300 0
臨時職員賃金額 444 698 698 444 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,809 4,754 4,729 4,620 1,131
(11)単位費用

4.01千円／件 3.96千円／件 4.58
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地集積、集約化の推進に伴い、農地を有効に活用される為にも農地の保有及び利用の状況、その他農地に関する情報の ●①事前確認での想定どおり
収集、整理、分析を行い、情報提供を行う義務がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令により、定められている業務であり、農業施策推進の基本情報の収集のため必要不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により、農業委員会が実施する事業である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民協働になじまない事業である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
直接的には環境へ影響を及ぼさない事業である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
70 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

営農者の調査に対する意識が高まっている。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 75 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,754 55 4,729 99.47
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 宛名印刷に工夫をした

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.58

％ 10万円 1.59 100.63

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令により定められた事業であり、今後の農業施策に必要な調査であるため、継続して実施する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1000 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地基本台帳の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,754 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 農地の権利移動・転用の確認



・集約化、耕作放棄地の発生防止及び農地の違反転用を未然に防止するとともに
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 、違反転用の早期発見および迅速かつ適切な是正指導を行うことにより、優良農地を確保する。
展開方向

①担い手への農地利用の集積・集約化、耕作放棄地の発生防止・解消に伴う指導。 ①耕作放棄地及び違反転用未然防止のための巡回パトロールの実施、②耕作放棄地及び違反転用未然防止の
②違反転用未然防止のための啓発活動、③是正指導の調査研究、③違反の是正指導 ためのポスター、チラシの配布、③新規発見および継続中の耕作放棄地への利用意向調査並びに違反是正指

当該年度 導
執行計画

(3)事業内容 内　　容

耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 想定値 30当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 18

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 継続中ならびに新規発見の耕作放棄地への利用意向調査の実施並びに違反転用の是正指導を行うことによる、優良農地の確保 間接 耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 件 30 30

令和 2年度 継続中ならびに新規発見の耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正指導を行うことによる、優良農地の確保 間接 耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 件 40

令和 3年度 継続中ならびに新規発見の耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正指導を行うことによる、優良農地の確保 間接 耕作放棄地への利用意向調査及び違反転用の是正件数 件 45

「農地利用最適化推進委員」との連携。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農地利用最適化推進委員報酬 4,800 農地利用最適化推進委員報酬 4,800 4,696 農地利用最適化推進委員報酬 4,800 農地利用最適化推進委員報酬 4,800
１号嘱託職員　0.08人 174

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,974 合　　計 4,800 4,696 合　　計 4,800 合　　計 4,800
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 11 ％ 542 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,432 4,800 4,696 4,800 4,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.95 0.95 0.95 0.95 0
正職員人件費 8,360 8,360 8,360 8,360 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 100 0 0 100 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,334 13,160 13,056 13,160 4,800
(11)単位費用

444.47千円／件 438.67千円／件 725.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農業委員会の法定業務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農業委員会の法定業務であり、農地の保全、適正管理、耕作を行うため必要な業務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 法令違反の判断及び是正命令等の行政指導を伴うため、農業委員会以外では実施できない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の農業者、農協等農業関係者との情報交換。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民からの情報提供も参考に指導を行う。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 耕作放棄地並びに違反転用を解消することにより、農地の回 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 復を図る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
耕作放棄地並びに違反転用を解消することにより、農地の回復を図る。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
30 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

耕作放棄地が想定以下であったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18 60
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,160 174 13,056 99.21
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業委員会交付金（県補助金）の一部を充当。

1.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 耕作放棄地が想定以下であったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.23

件 10万円 0.14 60.87

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令により、実施する必要があり、耕作放棄地解消のため必要な事業である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1001 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地利用の適正化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.95 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,160 千円 (うち人件費 8,360 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 担い手への農地利用の集積



発行為に ①耕作目的の農地等の権利移動の制限(３条）、②農地を農地以外のものにする自己転用の制限(４条）、③
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 転用目的の権利移動の制限(５条）、
展開方向

　①不耕作目的での農地の取得等、望ましくない権利移動を規制し、農地が農業を主業とする者または主業 ①許可は毎月の２１日から２５日まで受付。
としようと考えている者等の生産性の高い経営体によって利用されるよう誘導するため、権利移動の機会を ②届出は毎日受付。
捉えて土地利用の効率化を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度
　②農地の農業上と農業以外の利用との調整を図り、優良農地を確保し、住宅・工場等の無秩序な立地によ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 る農業環境の悪化を防止し、農業上の土地利用を合理的に行う。

申請件数 想定値 120当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 107

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 農地法の許可基準に基づき審査を行い、許可、不許可を決定する 間接 申請、届出のあった適正な審査執行率 ％ 100 100

令和 2年度 農地法の許可基準に基づき審査を行い、許可、不許可を決定する 間接 申請、届出のあった適正な審査執行率 ％ 100

令和 3年度 農地法の許可基準に基づき審査を行い、許可、不許可を決定する 間接 申請、届出のあった適正な審査執行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農業委員報酬 6,720 農業委員報酬 6,720 6,720 農業委員報酬 6,720 農業委員報酬 6,720
１号嘱託職員　0.35人 760

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,480 合　　計 6,720 6,720 合　　計 6,720 合　　計 6,720
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 10 ％ 748 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,732 6,720 6,720 6,720 6,720

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.65 0.65 0.65 0
正職員人件費 5,720 5,720 5,720 5,720 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 500 0 0 500 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,200 12,440 12,440 12,440 6,720
(11)単位費用

110千円／件 103.67千円／件 116.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地法による業務および任意業務を効果的に執行することにより、農地の適正な管理が図られ、優良農地の確保ができる ●①事前確認での想定どおり
。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令により、定められた業務のため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により、定められた業務のため、農業委員会以外では実

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 施できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 法令により、定められた業務であり、行政処分を伴うことか ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ら、市民との協働にはなじまない。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
法による許可、不許可の決定、届出事務のため、市民協働になじまない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 農地の乱開発防止することにより、環境保全を図ることがで 農地の乱開発を防止し、優良な農地を確保することにより、 ●①想定どおり
□②生き物と共存している きる。 環境保全を図った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な審査を実施。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 89 89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,440 760 12,440 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業委員会交付金（県補助金）の一部を充当。

5.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.8

％ 10万円 0.72 90

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令により、定められた業務であり、農業委員及び農地利用最適化推進委員と連携を図り適正な審査を遂行する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1002 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農地法３条・４条・５条の許可及び４条・５条の届出 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,440 千円 (うち人件費 5,720 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開



果的に執行する。
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 権利移動を規制し農地の適正管理を図る。
展開方向

毎月、申請のあった案件に対し、事前審査、部会、総会を開催する。 月1回の事前審査、部会、総会の開催。
　・事前審査・・・事務局より会長、職務代理者、部会長へ、申請案件を報告し審査する。
　・部会・・・・・部会委員と事務局で現地調査等を実施し、当事者から事情聴取し、申請案件を審査し、 当該年度
　　　　　　　　　総会へ報告する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　・総会・・・・・申請案件に対し慎重審議を行い答申をする。

定例会の開催数。 想定値 12当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 総会等を開催し権利移動等を適切に審査することにより、適正な農地の管理が図れるよう支援する。 間接 適正な審議が行われる準備率（現地調査・資料の提供） ％ 100 100

令和 2年度 総会等を開催し権利移動等を適切に審査することにより、適正な農地の管理が図れるよう支援する。 間接 適正な審議が行われる準備率（現地調査・資料の提供） ％ 100

令和 3年度 総会等を開催し権利移動等を適切に審査することにより、適正な農地の管理が図れるよう支援する。 間接 適正な審議が行われる準備率（現地調査・資料の提供） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

１号嘱託職員　0.04人 86 臨時職員賃金 698 680 臨時職員賃金 698 臨時職員賃金 698
臨時職員賃金 449 旅費 34 27 旅費 34 旅費 34
旅費 36 会長交際費 10 2 会長交際費 10 会長交際費 10
会長交際費 10 事務消耗品費 99 66 事務消耗品費 99 事務消耗品費 99
事務消耗品費 100 公用車燃料費 77 42 公用車燃料費 78 公用車燃料費 78
公用車燃料費 67 農業委員会だより印刷費 204 176 農業委員会だより印刷費 103 農業委員会だより印刷費 208
農業委員会だより印刷費 103 コピー機チャージ料 105 52 コピー機チャージ料 106 コピー機チャージ料 106

実施内容 コピー機チャージ料 130 総会会議録用テープ翻訳料 148 83 総会会議録用テープ翻訳料 149 総会会議録用テープ翻訳料 149
総会会議録用テープ翻訳料 147 複写機使用料 78 78 複写機使用料 78 複写機使用料 78

(8)施行事項
費　　用 複写機使用料 78 有料道路・駐車場使用料 14 1 有料道路・駐車場使用料 14 有料道路・駐車場使用料 14

有料道路・駐車場使用料 14 委員県外視察費（バス借上げ料） 80 76 委員県外視察費（バス借上げ料） 80 委員県外視察費（バス借上げ料） 80
委員県外視察費 87 公用車リース料 300 300 公用車リース料 300 公用車リース料 300
公用車リース料 300 東葛飾農業委員会連合会負担金 79 75 東葛飾農業委員会連合会負担金 79 東葛飾農業委員会連合会負担金 79
東葛農業委員会連合会負担金 88 千葉県農業会議負担金 153 153 千葉県農業会議負担金 153 千葉県農業会議負担金 153
千葉県農業会議負担金 153 農業委員視察研修負担金 23 0 農業委員視察研修負担金 23 農業委員視察研修負担金 23
農業委員視察研修負担金 23
弁護士委託料 324

予算(決算)額 合　　計 2,195 合　　計 2,102 1,811 合　　計 2,004 合　　計 2,109
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 1 ％ 39 補助率 96 ％ 2,016 0 補助率 74 ％ 1,491 補助率 71 ％ 1,491
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,994 △127 1,811 351 456

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 162 □特会 □受益 □基金 ■その他 213 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 162 □特会 □受益 □基金 ■その他 162
換算人数(人) 0.36 0.36 0.36 0.36 0.36
正職員人件費 3,168 3,168 3,168 3,168 3,168

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 100 0 0 100 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,363 5,270 4,979 5,172 5,277
(11)単位費用

446.92千円／回 439.17千円／回 414.92
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農地法による業務及び任意業務を効果的に執行することで、農地の適正管理が図られ優良農地の確保が出来る。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令により、農地について許認可を行うため設置が規定されている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により、民間では実施できない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 農地利用最適化推進委員や市内農業従事者等と情報交換を行 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り った。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
農業委員会を通じ市民の意向を反映させる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 農地の適正な管理により、環境保全に努める。 優良農地の保全及び農業振興による環境保全に努めた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定期開催を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,270 93 4,979 94.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業経営基盤強化事務取扱交付金（県補助金）及び農業者年金業務委託手数料（
雑入）の充当。

1.73

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.9

％ 10万円 2.01 105.79

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法令で定められている機関であり、農地の保全、農業振興のため現状どおり運営する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1003 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農業委員会の運営管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,270 千円 (うち人件費 3,168 千円）⑦事業費
総事業費 10,992 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 法令業務を効



保への支援、これにより地域農業の振興につなげる。
施策目的・

(2)目的 ブランド化や加工品の開発、ネット販売や詰合せ販売など消費者ニーズに応えた販売方法の導入、大学や商 事業目的
展開方向

工業者、ＮＰＯ等とも連携した事業の展開など、農業の付加価値を高めるためのさまざまな取り組みを支援
１．農業委員会で市内農業後継者を募り、婚活イベントを実施する。これに応募してきた市内外からの興味 １．婚活事業計画に検討
持った人たちと農業後継者との間で、交流を通じて語らいの場を設ける。
２．地域の実情に密着している農業委員が独身の農業後継者をまず選び、広報やポスター・チラシ、そして 当該年度
インターネット（ＳＮＳ）により、より広範囲に、効果的に参加者を募る。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ３．イベントは基本的に、応募者により農家、農業の実情の一端を知ってもらうため、農家での農作業体験
等を行う。
　なお、既に「結婚相談所」を展開し、婚活事業の実績を上げている我孫子市社各福祉協議会の協力を得て 検討回数 想定値 2当該年度
事業を展開していく。 単位 回

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 出会いの場（イベント）を設定し、農家の婚活の機会を設ける 直接 成婚もしくはおつきあいに発展した組数 組 0 1

令和 2年度 出会いの場を設定し、農家の婚活の機会を設ける。 直接 成婚もしくはおつきあいに発展した組数 組 1

令和 3年度 出会いの場を設定し、農家の婚活の機会を設ける。 直接 成婚もしくはおつきあいに発展した組数。 組 2

課題は農業従事者との婚活イベントに参加する人の確保が難しい。特に受け入れ側の男性の参加希望者が少なく、今後事業を継
(7)事業実施上の課題と対応 続していくかを含めて検討が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

イベント内容の検討 イベント内容の検討 イベント内容の検討 イベント内容の検討

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0
正職員人件費 176 176 176 176 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 176 176 176 176 0
(11)単位費用

88千円／回 88千円／回 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農家の後継者不足による農業の停滞を防止する。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

イベント内容の検討を実施。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 対象が市内の農業従事者と限定されることから、農家の事情 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した に精通している農業委員会が主催する。 ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 市内の農家に精通している農業委員会が主体であることが有効である。
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 過去に婚活イベントに参加した方からの感想や、意見を取り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 入れたイベント内容の検討。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
婚活事業を行ってい。る社会福祉協議会の協力を得て実施。また、就農者に嫁いだ女性が実行委員になり、参考意見を取
り入れながら企画する

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の遊覧船に乗船し、手賀沼についての学習も兼ねる。 該当しない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(組) 目標値(b)(組) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(組) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

イベント未実施のため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 176 0 176 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ●要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 イベント未実施のため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.57

組 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業と子ども支援課の事業「我孫子市結婚相談事業の充実」は事業目的と内容が類似しており、２課で同時に実施して非効率なものとなって 令和２年度から本事業と子ども支援課の事業「我孫子市結婚相談事業の充実」を結合し、子ども支援課で効果的・効率的に実施していく。
いるため、今後本事業と婚活事業を結合し、子ども支援課で実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2116 課コード 1401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 農業委員会事務局・農業委員会事務局

個別事業 農家の婚活の支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市農業委員会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 176 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 140 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22102 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生産者が意欲を持って農業経営に取り組めるよう、新品種・新品目・高品質栽培の導入などによる農産物の 農家の後継者確


